
日本語普及事業に必要な経費
附属機関日本語国際センター事業費

1. 研修事業費
⑴ 日本語教育指導者養成プログラム
⑵ 海外日本語教師上級研修
⑶ 海外日本語教師長期研修
⑷ 海外日本語教師短期研修
⑸ 在外邦人日本語教師研修
⑹ 米国・カナダ・英国初中等日本語教師訪日研修
⑺ 大韓民国高等学校日本語教師研修
⑻ 中国日本語教師研修
⑼ タイ中等教育日本語教師研修
⑽ オーストラリア・ニュージーランド初中等日本語教師訪日研修
⑾ 埼玉県JET青年日本語研修

2. 制作事業費
⑴ 制作教材海外普及
⑵ 日本語教材自主制作
⑶ 日本語教育フェローシップ
⑷ 日本語教材制作助成
⑸ 日本語教材寄贈
⑹ 図書館運営（日）
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１．研修事業費 (1)日本語教育指導者養成プログラム

海外の日本語教育機関等の現職日本語教師もしくは日本語教授経験者を対象として、1年間で博士前期課程（修士）を修了
するものであり、各国における日本語教育指導者の養成を目的とする。

合計額 27,027,224円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成15年度博士 03.09.29～
06.09.28

中国(１) １ 海外の日本語教育が盛んな国、もしくは今後盛んになる
と見込まれる国において、その国の日本語教育をリード
する人材、つまりは日本語教育において優れた指導能力
を有し、かつ日本の文化・社会全般に渡って知識と理解
力を備えた、指導的な日本語教育分野関連での研究者、
教師、およびその国の日本語教育施策の企画と推進の中
心的な担い手となる実務者を養成。本プログラムは国際
交流基金日本語国際センター、国立国語研究所、政策研
究大学院大学の3機関が連携して運営する3年間の博士課
程。16年度は、15年9月に入学した第1期生1名が引き続
き研究継続中

２ 平成16年度修士 04.09.29～
05.09.17

中国(１)
モンゴル(１)
インドネシア
(１)
ベトナム(１)
バングラデシュ
(１)
ウズベキスタン
(１)

６ 海外の日本語教育機関等の現職日本語教師もしくは日本
語教授経験者を対象として、1年間で博士前期課程（修士）
を修了するものであり、各国における日本語教育指導者
の養成を目的とする。国立国語研究所および政策研究大
学院大学の二機関と連携し、三機関の指導講師による日
本語教育における高度で実践的な学位プログラムとす
る。最終試験で所定の成績に達した者に対して、政策研
究大学院大学の修士号（日本語教育）を授与。今年度は、
6カ国より6名を招へい

３ 平成15年度修士 03.09.29～
04.09.18

モンゴル(１)
インドネシア
(１)
タイ(１)
ベトナム(１)
ミャンマー(１)
インド(１)
ブラジル(１)
ウクライナ(１)
カザフスタン
(１)

９ 海外の日本語教育機関等の現職日本語教師もしくは日本
語教授経験者を対象として、1年間で博士前期課程（修士）
を修了するものであり、各国における日本語教育指導者
の養成を目的とする。国立国語研究所および政策研究大
学院大学の二機関と連携し、三機関の指導講師による日
本語教育における高度で実践的な学位プログラム。最終
試験で所定の成績に達した者に対して、政策研究大学院
大学の修士号（日本語教育）を授与する。15年9月からの
継続事業として第3期生9名を9カ国より招へい

４ 平成16年度博士 04.09.29～
05.09.28

タイ（１） １ 海外の日本語教育機関等の現職日本語教師もしくは日本
語教授経験者を対象として、1年間で博士前期課程（修士）
を終了ものであり、各国における日本語教育指導者養成
を目的とする

附属機関日本語国際センター事業費

161



１．研修事業費 (2)海外日本語教師上級研修

日本語国際センター研修修了生の中で、より高度な専門知識、技能を求め、日本語教育実践において実現・解決したい具
体的な課題を有する者を2カ月間招へいし、自立的な問題解決能力の育成を図ることを目的とする。

合計額 5,741,285円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.06.02～
04.07.30

韓国(１)
中国(１)
カンボジア(１)
ベトナム(１)
インド(１)
オーストラリア
(１)
カナダ(１)
ブラジル(１)
フィンランド
(１)
キルギス(１)

10 日本語教師として豊富な知識と高い能力を持つ者を対象
に、教育現場での専門的知識と実践能力の育成、および
各自のプロジェクトの遂行による教師としての専門性の
向上を目的とした集中研修を行なった。10カ国から10名
を招へい

附属機関日本語国際センター事業費
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１．研修事業費 (3)海外日本語教師長期研修

海外の中・高等教育機関等の日本語教師養成を図るため、日本語教授経験の比較的少ない教師および日本語教師となるこ
とが既に決まっている者を5カ月半招へいし、日本語運用能力の向上と基礎的な日本語教授法の研修を行なう。

合計額 79,665,961円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.09.15～05.03.11 モンゴル(１)
インドネシア
(11)
カンボジア
(１)
タイ(５)
ベトナム(７)
インド(２)
スリランカ
(２)
ネパール(１)
バングラデ
シュ(１)
コロンビア
(１)
ブラジル(４)
ウクライナ
(１)
ウズベキスタ
ン(２)
カザフスタン
(４)
キルギス(１)
グルジア(１)
ハンガリー
(１)
ブルガリア
(１)
ルーマニア
(１)
ロシア(５)
イエメン(１)
シリア(１)
トルコ(１)
マダガスカル
(１)

57 24カ国、57名の外国人若手日本語教師を5カ月半
招へいし、日本語運用能力の向上を図るとともに、
教授活動、日本事情等を学習するための集中研修
を行なった

附属機関日本語国際センター事業費
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１．研修事業費 (4)海外日本語教師短期研修

海外の初・中・高等教育機関等の日本語教師の教授能力の向上を図るため、日本語教師を2カ月間招へいし、日本語と日本
語教授法および日本事情の集中研修を実施する。

合計額 94,159,753円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 春期 04.05.06～
04.06.25

インドネシア
(12)
タイ(９)
マレーシア(３)
スリランカ(１)
バングラデシュ
(１)
オーストラリア
(３)
ニュージーラン
ド(２)
アルゼンチン
(１)
ボリビア(１)
ポーランド(１)
ラトビア(１)
リトアニア(１)
ロシア(４)
マダガスカル
(１)

41 日本語教師として2年以上の経験を持つ外国人日本語教
師14カ国41名を2カ月間日本に招へいし、日本語、日本語
教授法、日本事情等に関する集中研修を行なった

附属機関日本語国際センター事業費
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事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

２ 夏期 04.07.07～
04.08.27

中国(１)
モンゴル(３)
インドネシア
(７)
シンガポール
(１)
タイ(２)
フィリピン(１)
ベトナム(４)
マレーシア(１)
インド(３)
ネパール(２)
カナダ(２)
米国(２)
メキシコ(２)
ブラジル
イタリア(１)
英国(１)
スウェーデン
(１)
フィンランド
(１)
ウクライナ(４)
ハンガリー(１)
ロシア(６)
トルコ(１)
マダガスカル
(１)

54 海外教育機関等の日本語教師養成のため、海外23カ国か
ら54名の日本語教師を招へいし、日本語運用能力の向上
を図るとともに、教授活動、日本事情等を学習するため
の集中研修を行なった

３ 冬期 05.01.26～
05.03.18

韓国(５)
モンゴル(１)
インドネシア
(３)
タイ(３)
フィリピン(２)
ベトナム(３)
マレーシア(４)
ミャンマー(１)
インド(３)
アルゼンチン
(１)
チリ(１)
ブラジル(３)
アイルランド
(１)
ベルギー(１)
ウズベキスタン
(１)
カザフスタン
(１)
キルギス(１)
ロシア(５)
シリア(１)

41 日本語教師として2年以上の経験を持つ外国人日本語教
師19カ国41名を2カ月間日本に招へいし、日本語、日本語
教授法、日本事情等に関する集中研修を行なった

附属機関日本語国際センター事業費
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１．研修事業費 (5)在外邦人日本語教師研修

海外に長年滞在している日本人の日本語教師を1カ月間招へいし、日本語学・教授法についての知識の整理と拡充を図ると
ともに、最新の日本事情についての情報を収集する機会を提供する。

合計額 14,804,129円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.11.17～
04.12.17

インドネシア
(２)
タイ(１)
フィリピン(１)
インド(１)
オーストラリア
(５)
ニュージーラン
ド(２)
メキシコ(１)
ブラジル(３)
ベネズエラ(１)
アイルランド
(１)
オーストリア
(１)
ギリシャ(１)
スイス(１)
デンマーク(１)
ドイツ(３)
フィンランド
(１)
フランス(１)
チェコ(１)
ラトビア(１)
ロシア(１)
エジプト(１)
ガーナ(１)
ケニア(１)

33 海外に在住している日本人日本語教師23カ国33名を本邦
に招へいし、日本語教授法の集中研修を行なうとともに、
日本事情等に関する最新の情報を収集する機会を提供

１．研修事業費 (6)米国・カナダ・英国初中等日本語教師訪日研修

米国・カナダ・英国の初中等レベルの日本語教師を3週間招へいし、日本語運用能力の向上、日本の社会･文化に直接触れ
る機会を提供する。

合計額 3,189,286円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.07.05～
04.07.24

カナダ(２)
米国(13)
英国(１)

16 米国、カナダ、英国の初等・中等教育の日本語教師16名
を約3週間招へいし、日本語、日本語教授法、日本文化に
関する集中研修を行なった

附属機関日本語国際センター事業費
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１．研修事業費 (7)大韓民国高等学校日本語教師研修

韓国政府と協力し、同国の高校日本語教師を1カ月間招へいし、日本語、日本語教授法、日本事情の研修を実施する。
合計額 15,753,984円

事業名 期間 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.07.28～04.08.27 50 韓国政府教育部が選抜した高等学校の日本語教師50名
を約1カ月間招へいし、日本語、日本語教授法、日本事
情等に関する集中研修を行なった

１．研修事業費 (8)中国日本語教師研修

中国政府と協力し、高等教育機関、中等教育機関の日本語教師を2カ月間招へいし、日本語、日本語教授法、日本事情の研
修を実施する。

合計額 31,826,693円

事業名 期間 人数計 事業内容

１ 中国大学日本語教師
訪日研修

04.09.21～04.11.10 40 中国の大学等高等教育機関の日本語教師を40名を約2
カ月間招へいし、現状とニーズに即した日本語、日本
語教授法、日本事情の集中研修を行なった

２ 中国中等学校日本語
教師訪日研修

05.01.26～05.03.18 20 中国の中等教育機関の日本語教師20名を招へいし、日
本語運用能力の向上を図るとともに、教授活動、日本
事情等を学習するための集中研修を行なった

１．研修事業費 (9)タイ中等教育日本語教師研修

タイ教育省とバンコク日本語センターが実施している1年間の中等学校日本語教師養成講座受講生を招へいし、7週間の訪
日研修を実施する。

合計額 10,524,031円

事業名 期間 人数計 事業内容

１ 平成16年度 04.04.14～04.06.04 17 タイ政府と基金バンコク日本語センター共同でタイ国
内において1年間の日本語教師養成講座を行っている
が、この修了生17名を約2カ月間日本に招へいし、日本
語力向上と日本事情の集中研修を行なった

附属機関日本語国際センター事業費
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１．研修事業費 (10)オーストラリア・ニュージーランド初中等日本語教師訪日研修

オーストラリア･ニュージーランドの初中等レベルの日本語教師を3週間招へいし、日本語運用能力の向上、日本の社会･文
化に直接触れる機会を提供する。

合計額 7,633,805円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度 05.01.05～
05.01.24

オーストラリア
(35)
ニュージーラン
ド(４)

39 豪州、ニュージーランド政府が選抜した初等、中等教育
の日本語教師39名を約3週間招へいし、日本語、日本事情
の集中研修を行なった

１．研修事業費 (11)埼玉県JET青年日本語研修

埼玉県と協力し、埼玉県に招へいされた滞在2年以上のJET英語指導助手を対象とした日本語の集中訓練を実施する。
合計額 903,459円

事業名 期間 国（人数） 人数計 事業内容

１ 平成16年度埼玉
JET日本語研修

05.03.23～
05.03.29

オーストラリア
(２)
ニュージーラン
ド(１)
カナダ(１)
米国(６)

10 埼玉県内に勤務するJET（語学指導等を行なう外国青年
招致事業）青年のうち、ひらがな、カタカナが読める程
度の日本語力を有しかつ17年度に契約更新予定の者10名
を対象に、日本語力を向上させ、日本語の知識の整理を
行なうことにより、勤務校での業務の遂行をより円滑な
らしめることを目的とする

２ 平成16年度埼玉
JET日本語教授
法研修

05.03.23～
05.03.29

韓国(３)
中国(４)
タイ(１)
オーストラリア
(２)
ニュージーラン
ド(２)
カナダ(３)
米国(２)
ブラジル(１)
スロベニア(１)

19 全国のJETプログラム参加者の中から希望者19名に対
し、基礎的な日本語教授法研修を実施

附属機関日本語国際センター事業費
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２．制作事業費 (1)制作教材海外普及

国際交流基金が制作した日本語教材の複製出版や翻訳出版を内外の出版社に許諾する。
合計額 92,988円

教材名 国 出版社 発行部数 事業内容

１ 日本語漢字入門 インドネシア ビンタン発行所 1,000部 基金自主制作教材「日本語漢字入門」の翻訳・出版

２．制作事業費 (2)日本語教材自主制作

海外における日本語教育のために効果的な日本語教材を開発する。
合計額 52,759,212円

教材名 著者 出版社 発行部数 事業内容

１ 教科書を作ろう 日本語国際セン
ター専任講師

無料配布 6000部
（平成13年度）

配布のための送料と保管経費

２ TVコマーシャ
ル集

監修：佐久間勝
彦 聖心女子大
学教授
執筆：山田しげ
み 東京外国語
大学講師

ビデオ制作：日
本シネセル株式
会社
付属教材：株式
会社創英

500部 日本語教育用ビデオ教材として日本で放映
されたTVコマーシャルを利用したビデオ
の制作

３ みんなの教材サ
イト

日本語国際セン
ター制作事業課

国際交流基金
ホームページに
て公開

インターネット
公開

日本語教材用素材をインターネットで提供
するウェブサイトの開発・運営

４ 写真パネルバン
ク

吉岡英幸ほか計
9名

日本出版貿易 － 「みんなの教材サイト」掲載用権利処理

５ 日本語教材制作
重点支援・中国

曽麗雲 他 遼寧省基礎教育
研修研究セン
ター

各巻200部 遼寧省小学日本語教材に対する支援

６ テレビ日本語講
座(クメール語
版）

－ － － 海外におけるテレビ日本語講座の放映を促
進するために、2003年11月14日～2004年11
月5日にかけて、The National Television
of Cambodia（カンボジア）によるクメー
ル語版テレビ日本語講座放映に対する支援
を行なった

７ 日本語教材制作
重点支援・イン
ドネシア

インドネシア国
家教育省・国際
交流基金ジャカ
ルタ日本文化セ
ンター遍

メトロ・ポス社 5,000部 インドネシア普通高校のカリキュラム改訂
（2004年）に伴い、インドネシア国家教育省
と共同で普通高校用日本語教科書を作成し
た

附属機関日本語国際センター事業費
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２．制作事業費 (3)日本語教育フェローシップ

海外の日本語教育・研究機関等が自国の日本語教育の実情に即して教材の制作やカリキュラム・教授法等の研究を行なう
などの場合に、日本語教育専門家の来日のための経費等を支援する。

合計額 24,218,106円

国 機関 氏名 現職 期間 事業内容

１ 中国 杭州師範大学外
国語学部

王忻 日本語科長、助
教授

04.10.20～
05.02.19

中国大学日本語専攻学生用『総
合日語・精読』作成プロジェク
ト

２ 中国 中央党校文史部 張愛平 副主任 04.06.21～
04.12.20

政府幹部職員のための日本語教
育教材の開発と高度化－政治・
行政文化の中日比較と分析に立
脚して－

３ 中国 北京大学外国語
学院日本語言文
化系

彭広陸
何琳

学部長、教授
副教授

04.05.05～
04.07.04

2004

誤用例で学ぶ日本語－中国人学
習者の誤用を中心に－

４ ベトナム ハノイ外国語大
学

PHAM, Ung
Long
BUI, Duc
Thiep

副学部長
研究員

04.01.13～
04.05.12

2004

中学校のための日本語カリキュ
ラムと教科書作成

５ カナダ アルバータ州学
習省

HAMILTON,
James

教材開発責任者 04.06.20～
04.08.04

初等中等教員対象の指導書、教
材集、IT教材集作成

６ 米国 アイオワ大学 畑佐由紀子 准教授 04.07.06～
05.01.05

日本語初級中級教科書『なかま』
の第2版とインターネット教材
の作成

７ イタリア ナポリ国立大学
「オリエンター
レ」東洋学科

DE MAIO,
Silvana

研究員 04.07.28～
04.09.12

政治学部の学習者のための日本
語（中級）

８ フランス トゥールーズ・
ル・ミライユ大
学

GALAN,
Christian

助教授 04.05.17～
04.07.16

初級中級読解の日本語教育教材

９ ウズベキスタ
ン

タシケント国立
東洋学大学日本
語講座

FATKULINA,
Luisa
TAIROVA,
Elena

教師

教師

04.09.29～
04.12.28

日本語教材・教授マニュアル

10 スロベニア リュブリャナ大
学文学部

フメリャク寒川
クリスティーナ

助手 05.03.05～
05.07.04

スロベニア人学習者のための辞
書編纂企画

11 ルーマニア バベシュ ボヨ
イ大学文学部

森田エマ シ
モーナ

準教授 04.09.07～
04.12.03

ルーマニアの大学における日本
語専攻学生用・機能文法教材の
開発－基礎構文を中心に－

12 エジプト カイロ大学文学
部日本語日本文
学科

SALEH, Adel
Amin
Mahmoud

専任講師 04.06.20～
04.09.19

アラブ人向けの日本語読み書き
指導法－日本語教材開発－
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２．制作事業費 (4)日本語教材制作助成

外国人のための日本語教材の出版に対し、制作経費の一部を助成する。
合計額 15,344,510円

教材名 助成対象 国 事業内容

１ 義務教育課程標
準実験教科書9
年級

人民教育出版社 中国 中国教育部による日本語課程標準に基づき編纂した教科書。中
学生の初心者が楽しく日本語を勉強できるよう、コミュニケー
ション能力の向上に力を入れた。中学3年生対象。教師用指導
書付

２ 初・中級日本語
シリーズ教材

高等教育出版社 中国 「大学日語教学大綱」に沿った、作文、聴解、会話などを重視
した大学生から社会人向け教科書。教師用指導書、CD付

３ 高学年日本語精
読

上海訳文出版社 中国 約20万字ずつの4冊から成る、日本語専攻の大学3、4年生対象の
教材

４ ビデオ 日本語
と日常生活に見
る文化 1－4巻

東京書籍株式会
社

日本 1993年に作成した『ビデオ講座日本語：日常生活に見る日本の
文化』の改訂版。過去10年間の特に若者をとりまく日本語の変
化を取り入れている。中等教育・大学レベルのビデオ教材

５ ベトナム人のた
めの日本語複合
動詞ハンドブッ
ク

ハノイ国家大学
出版社

ベトナム 基本語彙を使って語彙（複合動詞）を増大させることを目的と
した教材。中上級学習者向けの高度な内容であるが、辞書とし
ても使用でき、幅広い学習層で利用可能

６ みんなの日本語
初級II 翻訳・
文法解説 ラオ
ス語版

ラオス日本人材
開発センター

ラオス 刊行予定の初級Iラオス語版に続き、初級IIのラオス語を制作。
英語版、タイ語版をもとにしてラオス語訳を行ない、ラオス人
学習者向けに説明内容を修正した。成人の初級学習者向け教科
書

７ Hai! 5/6
Coursebook

Heinemann オーストラリ
ア

5～9年生を対象とした新しい形の教材Hai!シリーズの教科書。
最新の情報を盛り込み、学習意欲を高める工夫がこらしてある。
教科書とは別に、ワークブック、CD、教師用指導書が作られる。
14～15歳の中級学習者対象

８ 読もう話そう中
級日本語III

日伯文化連盟 ブラジル ポルトガル語話者のための、中級日本語の教科書。語彙、文法
解説のみならず、ブラジル日系社会と関係のある文化事情を盛
り込み、より身近な教材として活用できるよう配慮されている。
成人教育向け

９ にほんご1ねん
せい このゆび
とまれ

スイス日本語教
師の会

スイス 海外在住の日本人児童を対象とし、日本国内の国語教科書とは
違う海外におけるバイリンガル児童のための日本語教材。話
す、聞く、読む、書く力をバランスよく身につけることを目標
とする。小学1年生対象

10 福岡からこんに
ちは

ジャパン パブ ドイツ 外国語選択科目として、日本語を履修するドイツ語圏の大学生
向けの教科書。ドイツセンター刊行『コミュニケーションのた
めの日本語』第1巻同等程度履修後の初級後半レベルを対象。
聴、話、読、書の四技能を磨く

11 日本語初級：マ
ルチメディア版

ノルトライン
ヴェストファー
レン州立言語研
究所日本語学科

ドイツ コミュニカティブ・ファンクショナル・アプローチに基づく初
級教科書。副教材に音声用CDが付く
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教材名 助成対象 国 事業内容

12 アルメニア語・
日本語辞典

エレヴァン人文
大学

アルメニア 世界初のアルメニア語・日本語辞典

13 日・エ辞典 イロ出版社株式
会社

エストニア 初の日本語・エストニア語の辞典。日本語能力テスト3～4級レ
ベルの語彙を基本とし、2級レベルまでの語彙を掲載。初級か
ら中級向け

14 露和大辞典 「現代語」出版
社

ロシア 現在、ロシアで最も広く使用されている露和大辞典の増補改訂
版。特にロシア語でも目立って増加傾向にある外来語を中心
に、日露両語の新しい語彙約2,000余を採録

15 日本語会話と辞
典

「現代語」出版
社

ロシア 実用的な旅行用会話・単語帳。従来の旧式な辞書・会話集にな
いが日常的に使われる語彙を豊富に収録

16 エジプト人のた
めの日本語音声

ダルキバー出版
社

エジプト カイロ方言を中心としたアラビア語話者のための音声コミュニ
ケーションの教科書。日本語の音声的特長とカイロ方言とを比
較し、問題点を指摘した上で練習問題を提示した。アラビア語
と日本語で記載された大学生・一般の学習者向け教科書。音声
CDつき
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２．制作事業費 (5)日本語教材寄贈

海外で正規に日本語教育を行なう教育機関などに対し、日本語教材を寄贈する。
合計額 101,084,311円

地域・国名 機関数 教材点数

機関数合計 783 16,970
国・地域数合計 101
東
ア
ジ
ア

韓国
中国
モンゴル

7
61
13

120
1,472

423
地 域 計 81 2,015

東
南
ア
ジ
ア

インドネシア
カンボジア
シンガポール
タイ
フィリピン
ブルネイ
ベトナム
マレーシア
ミャンマー
ラオス

65
3
5

48
5
1
4

19
2
2

1,381
53
85

956
89
30
73

348
52
29

地 域 計 154 3,096

南
ア
ジ
ア

インド
スリランカ
ネパール
パキスタン
バングラデシュ

22
7
1
2
3

466
154
26
48
79

地 域 計 35 773

大

洋

州

オーストラリア
サモア
ソロモン
トンガ
ニュージーランド
パプアニューギニア
パラオ
フィジー
マーシャル諸島

42
1
2
1

37
1
4
4
1

690
9

31
6

703
32

178
72
18

地 域 計 93 1,739
北
米

カナダ
米国

36
48

647
1,016

地 域 計 84 1,663

中

米

エル・サルバドル
キューバ
グアテマラ
ジャマイカ
ドミニカ共和国
ニカラグア
ホンジュラス
メキシコ

1
4
1
1
1
1
1

16

32
142
13
38
38
10
21

319
地 域 計 26 613

南

米

アルゼンチン
ウルグアイ
コロンビア
チリ
パラグアイ
ブラジル
ベネズエラ
ペルー
ボリビア

4
1
4
3
3

37
2
5
2

87
17

116
91
82

853
44
90
52

地 域 計 61 1,432
西
欧

アイスランド
アイルランド

1
4

30
79

地域・国名 機関数 教材点数

西

欧

イタリア
英国
オーストリア
オランダ
ギリシャ
スイス
スウェーデン
スペイン
デンマーク
ドイツ
ノルウェー
フィンランド
フランス
ベルギー
ポルトガル
ルクセンブルグ

10
22
4
3
6
2
1

16
2

12
1
3

30
3
4
2

154
438
95
34
94
43
19

269
29

222
20
60

479
49
69
42

地 域 計 126 2,225

東

欧

アルバニア
アルメニア
ウクライナ
ウズベキスタン
エストニア
カザフスタン
キルギス
グルジア
クロアチア
スロバキア
スロベニア
セルビア・モンテネグロ
チェコ
ハンガリー
ブルガリア
ベラルーシ
ポーランド
モルドバ
ラトビア
リトアニア
ルーマニア
ロシア

1
1
5
3
4
4
5
2
3
2
1
1
6
6
2
1
7
2
2
3
7

25

14
39

140
105
95

113
160
70
68
35
32
15

127
191
61
17

191
67
50
64

164
853

地 域 計 93 2,671

中
近
東

アフガニスタン
イエメン
イスラエル
イラン
オマーン
クウェート
シリア
トルコ
ヨルダン

1
1
1
1
1
1
1
7
1

46
14
2

24
20
19
22

165
29

地 域 計 15 341
北
ア
フ
リ
カ

エジプト
モロッコ

3
1

75
10

地 域 計 4 85
ア
フ
リ
カ

ガーナ
ケニア
セネガル
マダガスカル

2
4
1
4

45
141
17

114
地 域 計 11 317
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２．制作事業費 (6)図書館運営（日）

センターが招へいする海外の日本語教師など、内外の日本語教育関係者の教育研究活動のための専門図書館として、資料
を収集・整理し、閲覧・貸し出し・レファレンスサービスを行なう。

19,429,153円

事業名 蔵書数 事業内容 利用者数

１ 図書館運営 図書 34,460点、視聴覚資
料 5,336点、電子形態資
料413点、絵教材291点、
マイクロ資料 385点、計
40,885点
雑誌・紀要・ニューズレ
ター513誌、新聞12紙、
計525タイトル

国内外における日本語教育の促進を目的として、日本語
教科書・教材をはじめ、日本語教育、日本語、言語学、
日本事情、外国語教育に関する資料や情報を収集・提供
している専門図書館の運営

21,086
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